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中小企業の事業承継問題が注目されています。経営者の平均年齢が上昇の一途をたどる一方、後継者が不在で休廃業
に追い込まれる中小企業が増える可能性が指摘されています。

こうした問題に加え、株式の贈与・相続に関する納税が難しいということも承継のハードルを高くしている要因になっていま
す。その改善に向けて、政府は事業承継円滑化のための税制対策に本腰を入れ始めました。それが2018年度税制改正に
盛り込まれた「事業承継税制の特例」です。

この特例は今後10年間に期間を区切ってはいますが、従来の事業承継税制の適用要件を大幅に緩和する内容です。これ
により、事業承継で障害となっていた納税面の問題が解消されるケースは増えるでしょう。

事業承継税とは何に課税される税金？

中小企業における事業承継は、オーナー経営者が保有する自社株式を後継者に相続させることに他なりません。経営権
の後ろ盾でもある自社株式は、経営実態と比べて評価額が高くなることも多く、多額の贈与税や相続税が課される可能性
があり、円滑な事業承継の妨げになるという問題がありました。

そこで、一定の要件を満たした自社株の贈与に対しては、贈与税や相続税を猶予することで、次世代経営者への事業の
引き継ぎを支援する制度が2009年に創設されました。それが事業承継税制です。中小企業を対象とした事業承継税制は
創設以降、制度の活用を促進するために適用要件の見直しが適宜行われてきました。

そうした過去の見直しと比べ、今回の2018年度税制改正は大幅な要件緩和が盛り込まれました。その点で今回の法改正は
、事業承継を考える経営者にとっては、大きなトピックスであるといえます。その中でも主要な改正点を3つ紹介します。

2018年度改正で緩和される3つの適用要件… 続きを読む
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